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中小物流事業者の経営環境に関する基礎的考察
味　水　佑　毅
Fundamental Discussion on the Business Environment for Small and 
Medium-sized Logistics Service Providers 
Yuki MISUI
要　旨
　本稿の目的は、中小物流事業者の経営環境に関する影響要因を導出し、物流事業者の経営改善
に資する議論の基礎を形成することである。
　物流事業者をとりまく経営環境は厳しく、業界全体の利益率は１%に満たない。その背景とし
ては、中小事業者が９割を超えるという市場構造的な特徴のほか、物流コストに占める労働費や
燃料費の高さなどがある。そのような経営環境のもとで、物流事業者には、高度な物流サービス
を持続的に供給していくことが求められている。
　上述した経営環境をふまえ、中小物流事業者の経営改善の方向性として企業規模の拡大が指摘
されることが多いが、「企業規模を所与としたときに、どのような経営方針を定めることが経営
改善につながるか」という問いについて議論することも重要だと考える。
　以上の問題意識に基づき、本稿では、物流事業者の荷主に占める元請率等に着目し、高崎市内
の物流事業者を対象としたアンケート調査を通じて定量分析を行った。分析からは、売上高への
影響要因を複数導出するとともに、経常利益率への正の影響要因として元請率を導出した。これ
らの知見は、中小物流事業者の経営改善に関する示唆に結びつくものと考える。
　キーワード：物流事業者、経常利益率、元請率、アンケート調査
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Summary
　　The aim of this paper is to extract factors deﬁ ning the business environment for small and 
medium-sized logistics service providers and to form the basis to discuss the management 
improvement of logistics service providers. 
　　The business environment surrounding logistics service providers is diﬃ  cult and the proﬁ t 
rate is less than 1 percent. It is due to a market structural problem speciﬁ c to the industry which 
98 percent of the logistics service providers is small and medium-sized companies. In addition, 
the high rate of labor cost and fuel costs for the total cost is diﬃ  cult factor for logistics service 
providers. Logistics service providers are facing challenges, how advanced logistics services they 
can provide sustainably under such circumstances.
　　Expansion of business is frequently pointed out as the direction toward management 
improvement for small and medium-sized logistics service providers in the context of the above-
mentioned business environment. However, it seems to be also important to discuss what business 
policies lead to the management improvement under the given conditions of business size.
　　With the problem consciousness, I conducted the questionnaire survey in logistics service 
providers in Takasaki City and made the quantitative analysis by focusing on the prime contract 
rate. The results of the quantitative analysis show some signiﬁ cant factors to the sales amount 
and the signiﬁ cant relation of the prime contact rate to the proﬁ t rate. It seems that the ﬁ nding 
will give small and medium-sized logistics service providers a suggestion on the management 
improvement. 
　Key words：logistics service provider, proﬁ t rate, prime contract rate, questionnaire survey
１．問題の所在
　本稿の目的は、中小物流事業者の経営環境に関する影響要因を導出し、物流事業者の経営改善
に資する議論の基礎を形成することである。
　物流事業者をとりまく経営環境は厳しく、後述するように、業界全体の利益率は１%にも満た
ない。このような厳しい経営環境の最大の要因としては、事業者の９割以上が企業規模の小さい
中小事業者であるという市場構造的な特徴が挙げられる。また、このような市場構造であるがゆ
えに、荷主から直接、物流業務を受託する元請事業者としてではなく、元請事業者の下請として
間接的に物流業務を受託することで収益性が低下する、という特徴もよく指摘されるところであ
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る。さらには、物流業務を行うにあたって生じる物流コストに占める労働費が４割を超えるほか、
燃料費・有料道路料金も物流コスト全体の約２割を占めるなど、労働市場における需給環境や為
替、原油価格の変動などによって経営環境が大きく変化する、という特徴も指摘されることが多
い。このような経営環境のもとで、荷主に対して、いかに高度な物流サービスを持続的に供給し
ていくかが、物流事業者が直面する課題となっている。
　中小物流事業者の経営改善の方向性としては、上述した市場構造を背景として、企業規模の拡
大が指摘されることが多いが、企業規模の拡大とともに、「企業規模を所与としたときに、どの
ような経営方針を定めることが経営改善につながるか」という問いについて議論することも重要
だと考える。言うまでもなく、上記の問いに対する答えは、個々の物流事業者が直面する事業環
境ごとに異なるものであって、唯一ひとつの答えを導くことは容易ではないかもしれないが、本
稿では、その基礎的な考察を試みる。
　上述した経営環境に関する整理からは、「元請率を高めることが経営環境の改善に寄与する」
という仮説が導出可能である。これはある意味自明のことでもあるかもしれないが、同じ物流業
務を行うのであれば、荷主との間に他の事業者が介在しないほうが、得られる利得が大きいと考
えられるからである。
　以上の問題意識に基づき、本稿では、高崎市内の物流事業者を対象としたアンケート調査結果
を用いて行った分析の概要を整理する。
２．物流事業の市場構造と経営環境
（１）物流事業の市場構造
　はじめに、物流事業をとりまく市場構造について整理する。全日本トラック協会（2014）に
よると、トラック運送事業を営む事業者を、保有車両台数別で整理した場合、保有車両台数が
10台以下の物流事業者が全体の約６割を占める。さらに、保有車両台数が100台以下を基準と
すると、全62,910社のうち、約98%に相当する61,922社が該当する（2013年度末現在）。
　このように、物流事業は、中小事業者がほとんどを占める市場構造となっており、本稿でも、
図１　保有車両台数別の事業者数
出所）全日本トラック協会（2014）にもとづき筆者作成。
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この保有車両台数が100台以下の事業者を中小物流事業者として扱う。
（２）物流事業者の経営環境
　物流事業者の経営環境については、2010年度に国土交通省と全日本トラック協会が実態調査を
行っており、その結果が国土交通省自動車局貨物課・全日本トラック協会（2011a, 2011b）とし
てとりまとめられている。これら２本の調査報告で注目すべき知見としては、以下の３点がある。
１）荷主構成
　第１に、物流事業者が取引する荷主の約６割～７割が真の荷主または真の荷主の物流子会社と
いう点である。図２は、保有車両台数別に、取扱業務のなかで最もシェアの高い荷主によって物
流事業者を分類したものである。図２からは、企業規模で多少の上下はあるものの、物流事業者
図２　最もシェアの高い荷主にみる物流事業者の荷主属性
出所）国土交通省自動車局貨物課・全日本トラック協会（2011a）図表６にもとづき筆者作成。
図３　売上構成にみる物流事業者の荷主属性
出所）国土交通省自動車局貨物課・全日本トラック協会（2011b）図１－９にもとづき筆者作成。
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の約６割が真の荷主を、約１割が真の荷主の物流子会社を、主たる取引相手として業務を行って
いることがわかる。次に図３は、保有車両台数別に、売上構成に占める割合にもとづいて荷主を
分類したものである。図３からも、物流事業者が、売上の過半を真の荷主ないし真の荷主の物流
子会社との取引を通じて獲得していることがよみとれる。
２）売上高・利益水準
　第２に、物流事業者の利益率が1%にも満たないという点である。図４は、保有車両台数別に
みた物流事業者の売上高（会社全体、トラック運送事業）および収支率（営業収支率、経常収支
率）を示している。なお、ここで収支率とは、支出を100としたときの収入を表しており、収支
率から100を除した数値が利益率に等しい。図４からは、保有車両台数が多くなればなるほど売
上高が増加するだけでなく利益率が高まるという傾向とともに、物流事業者全体でみたときの経
常利益率（経常収支率－100）が１%にも満たないことがよみとれる。
３）元請・下請構造
　第３に、物流事業者は、少なからず下請として事業を行っており、その下請業務は、元請業務
よりも確実に収益性が低いという点である。図５は、保有車両台数別に、元請業務と下請業務の
比率を示したものである。保有車両台数ごとにばらつきはあるものの、全体として、約４割の業
務が１次下請ないし２次以下の下請として受託した業務であることがよみとれる。そして図６は、
保有車両台数別に、受託事業の下払い率を示したものである。ここで下払い率とは、「自社が受
けた運賃を100%とした場合の下請けに支払う運賃の割合」を意味しており、ばらつきはあるも
のの、下請事業者の収入は、元請事業者の収入の９割程度であることがわかる。上述した利益率
の低さを考慮すると、この１割の収入差の影響はきわめて大きいものと考えられる。
図４　物流事業者の売上高と収支率
出所）国土交通省自動車局貨物課・全日本トラック協会（2011a）図表11,13,15,17にもとづき筆者作成。
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　以上が、国土交通省自動車局貨物課・全日本トラック協会（2011a, 2011b）を通じてみえる、
物流事業者の経営環境であるが、本稿の問題意識にもとづくと２つの課題が残る。第１の課題が、
保有車両台数別の分類において31台以上がひとつの区分とされているため、保有車両台数にも
とづく詳細な分析ができないという点である。第２の課題が、企業規模（保有車両台数）が大き
いほど経営環境が良いようによみとれるものの、企業規模を一定としたときにどのような経営戦
略が適切であるかが明確ではないという点である。これらの課題を解消するために、次節では、
物流事業者を対象として実施したアンケート調査を通じた分析を行う。
図５　物流事業の元請・下請比率
出所）国土交通省自動車局貨物課・全日本トラック協会（2011a）図表70にもとづき筆者作成。
図６　受託事業の下払い率
出所）国土交通省自動車局貨物課・全日本トラック協会（2011a）図表10にもとづき筆者作成。
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３．アンケート調査の概要
　本稿では、奈良（2015）で実施したアンケート調査の結果を用いて分析を行う。このアンケー
ト調査は、群馬県トラック協会ウェブサイトに掲載の会員名簿（平成24年６月現在）のうち、
高崎支部所属の会員企業135社から、明らかに引越し業者や葬儀業者、路線便事業者であるもの
等を除いて抽出した109社を対象として行ったものである。なお、上記の会員名簿は企業名のみ
であって所在地等は非公開であるため、調査は企業名から所在地を検索し、判明した所在地に調
査票を郵送し、記入後に返送してもらうかたちをとった。そのため、所在地が判明しなかった会
員企業も調査対象から除外している。
　結果として、回収数は54社（票）（49.5%）、有効回答数は36社（票）（33.0%）であった１。な
お、経営情報にもかかわる調査内容であり、回答企業に対して匿名での処理を保証する必要があっ
たため、調査票に企業名を記入する欄は設けていない。
　調査項目は以下の14項目である。なお、回答内容については、過去３年間の平均値または直
近１年間の数値での回答を求めており、いずれも概算での回答も可としている。
１）本社所在地（市町村）
２）営業所・事業所数
３）保有車両台数
４）総従業員数
５）運転職の従業員数（「総従業員数」の内数）
６）運転職以外の従業員数（「総従業員数」の内数）
７）取扱業務（実運送（小型）、実運送（大型）、倉庫業務、利用運送、その他）（複数回答）
８）会社全体の売上高
９）トラック事業の売上高（「企業全体の売上高」の内数）
10）経常利益率
11）取引荷主の種類ごとの売上高の割合（真の荷主、真の荷主の物流子会社、それ以外）
12）トラック事業の協力会社数
13）売上高における自社の割合
14）売上高における協力会社（傭車）の割合
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４．アンケート調査結果と分析
（１）調査結果の概要
　上述したように、有効回答は36票であったが、このうち５票は保有車両台数が100台以上で
あり、２節で示した先行研究からも経営環境が異なると考える。そのため、分析対象から除外し、
残りの31票を分析対象として用いる。
　はじめに、分析対象の31社の取扱業務を整理したものが図７である。アンケート調査では、
取扱業務について、主な取扱業務とその他の取扱業務を分けて複数回答で尋ねている。図７から
は、分析対象企業のほとんどすべてが大型トラックないし小型トラックを用いた実運送を主な取
扱業務として行っていることがよみとれる２。また、倉庫業務や利用運送については、主な業務
として取り扱っている企業は１割程度である一方で、実運送を主とする企業がその他の業務とし
て取り扱っており、結果として３割から４割程度の企業が行っていることがわかる。
　次に、各調査項目の記述統計量は表１に示す通りである。特に分析対象企業の「経常利益率」
は2.83%であり、上述した国土交通省自動車局貨物課・公益社団法人全日本トラック協会（2011a）
で示された結果より若干高いものとなっている。
　また、取引荷主の種類ごとの売上高の割合として、「真の荷主」、「真の荷主の物流子会社」、「そ
の他の荷主（元請物流事業者等）」の３分類の結果があるが、順に約５割、約３割、約２割とい
う結果となった。この調査結果は、ほぼ先行研究と同様の結果となっている。
図７　分析対象企業の主な取扱業務およびその他の取扱業務
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　さらに分析に当たっては、調査項目のほかに、下記の分析指標を設定した（表２）。ここで「元
請率」とは、上述した「取引荷主の種類ごとの売上高の割合」のうち「真の荷主」と「真の荷主
の物流子会社」の比率を合算した指標である。また、「実運送以外業務比率」とは、同じく上述し
た「会社全体の売上高」に占める「トラック事業の売上高」の比率を、「運転職以外従業員比率」
とは、「総従業員数」に占める「運転職以外の従業員数」の比率を、それぞれ求めたものであり、
実運送以外に取り組む姿勢が経営成績にどの程度寄与するのかを明らかにするための指標である。
（２）売上高・利益率の決定要因
　上述したアンケート調査を通じて得られたデータを用いて、単純な単回帰分析を行った。被説
明変数は、調査項目のうち「会社全体の売上高」、「トラック事業の売上高」および「経常利益率」
の３項目であり、説明変数は上記以外の調査項目および分析指標の11項目である。
　一例として、被説明変数に「会社全体の売上高」、説明変数に「保有車両台数」を用いた場合
表１　調査項目の記述統計量
調　　査　　項　　目 平 均 値 中 央 値 標準偏差
会社全体の売上高（億円） 5.73 4 3.51
トラック事業の売上高（億円） 4.09 3 3.31
経常利益率（％） 2.83 3 4.45
営業所数（数） 1.83 1 1.58
保有車両台数（台） 38.27 33 24.98
総従業員数（人） 48.77 40 32.59
運転職の従業員数（人） 33.93 33 21.41
運転職以外の従業員数（人） 14.70 7 18.74
取引荷主の種類ごとの売上高の割合（％）：真の荷主 52.36 50 37.82
取引荷主の種類ごとの売上高の割合（％）：真の荷主の物流子会社 29.88 10 36.78
取引荷主の種類ごとの売上高の割合（％）：その他の荷主 17.75 8 21.35
協力会社数 10.57 10 11.79
売上高における自社の割合（％） 82.69 85 14.69
売上高における協力会社の割合（％） 17.31 15 14.69
表２　分析指標とその記述統計量
分　　析　　指　　標 平 均 値 中 央 値 標準偏差
元請率（％） 82.25 93 21.35
実運送以外業務比率（％） 25.62 7.98 33.02
運転職以外従業員比率（％） 26.14 20.76 19.75
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の回帰結果を示す（式１）。
会社全体の売上高＝1.970＋0.096×保有車両台数（決定係数＝0.464）（式１）
　　　　　　　　 （2.259）（5.009）
注）カッコ内の数値はｔ値。
　式１からは、ｔ値も高く、両者の関係が有意であることがわかる。また、係数の結果からは、「保
有車両台数」を１台増やすごとに、「会社全体の売上高」が年間960万円増加する、という関係
がよみとれる。
　この結果のうち、説明変数の係数とｔ値および決定係数を抽出し、すべての被説明変数と説明
変数の組み合わせごとにとりまとめたものが表３である。
　表３からは、「保有車両台数」のほか、従業員数に関する３項目、「協力会社数」などが、「会
社全体の売上高」および「トラック事業の売上高」に対して有意な関係を有していることがわか
る。ただし、「売上高における自社・協力会社の割合」は、売上高に対して有意な関係がみられ
なかったほか、「真の荷主比率」、「元請率」、「運転職以外従業員比率」は売上高のうち「会社全
体の売上高」にのみ影響し、「実運送以外業務比率」と「トラック事業の売上高」には負の関係
表３　単回帰分析結果（係数・ｔ値・決定係数）
被説明変数
会社全体の売上高 トラック事業の売上高 経常利益率
係数（ｔ値） 決定係数 係数（ｔ値） 決定係数 係数（ｔ値） 決定係数
保有車両台数 0.096（5.009） 0.464
0.111
（8.333） 0.705 － －
総従業員数 0.078（5.585） 0.518
0.075
（5.965） 0.551 － －
運転職従業員数 0.102（4.278） 0.387
0.125
（7.434） 0.656 － －
運転職以外従業員数 0.100（3.383） 0.283
0.062
（2.034） 0.125 － －
真の荷主比率 0.034（2.125） 0.135 － － － －
協力会社数 0.119（2.358） 0.161
0.165
（3.954） 0.350 － －
売上高における自社の割合 － － － － － －
売上高における協力会社の割合 － － － － － －
元請率 0.066（2.353） 0.160 － －
0.078
（2.180） 0.141
実運送以外業務比率 － － －4.791（－2.949） 0.231 － －
運転職以外従業員比率 5.551（1.782） 0.099 － － － －
注） 10%水準で有意な結果のみ示しており、有意な結果が得られなかった組み合わせについては「－」で表記し
ている。
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があることが示された。なお、事前の想定では、「実運送以外業務比率」は「会社全体の売上高」
と正の関係があると考えていたが、有意な関係はみられなかった。
　さらに、「経常利益率」を被説明変数とした分析からは、「元請率」のみが有意な説明変数とし
て抽出された。このことは、「真の荷主」だけでなく「真の荷主の物流子会社」を含む広い意味
での真の荷主グループから直接的に業務を受託すること、すなわち元請事業者として事業を行う
ことが、経営環境の向上に有用であることがわかる。その一方で、先行研究では「保有車両台数」
の増加に応じて利益率が上昇するという結果が示されていたが、今回の調査結果からは、少なく
とも保有車両台数が100台以下の場合、「保有車両台数」は「経常利益率」には影響しないと解
釈できる。
（３）売上高の決定要因に関する詳細分析
　次に、多くの項目と有意な関係が示された「会社全体の売上高」について、重回帰分析を通じ
て、複数の項目を同時に考慮した考察を行う。
　重回帰分析の考察に先立ち、８つの項目間の相関を整理したものが表４である。表４からは「運
転職従業員数」と「運転職以外従業員数」が「総従業員数」の内数であることもあって「総従業
員数」と相関が高いこと、また「保有車両台数」と「総従業員数」の相関が高いことがわかる。
さらに「真の荷主比率」は「元請率」の内数であることから、結果として、表５に示す４つのモ
デルを設定し、重回帰分析を行った３。
　表５からは、いずれのモデルにおいても、「保有車両台数」または「総従業員数」が極めて有
意であるほか、「真の荷主比率」または「元請率」も有意になる場合が多いことがよみとれる。
決定係数は0.499 ～ 0.547であり、「企業規模（保有車両台数）をどの程度にするか」、「荷主と
どの程度直接取引を行うか」が経営環境の半分強を規定する重要な要因であることが示された。
表４　８項目の相関結果
保有車
両台数
総従業
員　数
運 転 職
従業員数
運転職
以外従
業員数
真の荷
主比率
協力会
社　数 元請率
運転職以
外従業員
比　　率
保 有 車 両 台 数 1.000 － － － － － － －
総 従 業 員 数 0.821 1.000 － － － － － －
運 転 職 従 業 員 数 0.933 0.836 1.000 － － － － －
運転職以外従業員数 0.356 0.777 0.305 1.000 － － － －
真 の 荷 主 比 率 0.159 0.177 0.135 0.145 1.000 － － －
元 請 率 0.156 0.295 0.124 0.363 0.318 1.000 － －
協 力 会 社 数 0.612 0.503 0.623 0.156 0.096 －0.057 1.000 －
運転職以外従業員比率 －0.075 0.309 －0.203 0.770 0.184 －0.215 0.278 1.000
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５．おわりに
　本稿では、中小物流事業者の経営環境の影響要因を探ることを目的として、先行研究をふまえ
つつ、アンケート調査を通じて基礎的な考察を行った。
　分析からは、中小物流事業者の売上高への影響要因を複数導出するとともに、経常利益率への
正の影響要因として元請率を導出した。これらの結果は、１節で提示した仮説を立証するものと
考える。
　他方で、実運送以外への事業展開を表す「実運送以外業務比率」の売上高、利益率への影響に
ついては有意な関係はみられなかった。また、元請率と経常利益率の間に有意な関係を明らかに
した一方で、「真の荷主比率」と経常利益率の間には有意な関係を示せなかった。このことは、
荷主企業の規模が影響している可能性があるが、十分に考察するには至っていない。さらに、物
流事業者の細かい事業環境の反映も十分にはできていない。これらの課題を考慮したうえで、再
度、物流事業者を対象としたアンケート調査を行い、定量的な分析を通じた知見の導出を行うこ
とが今後の課題である。
（みすい　ゆうき・高崎経済大学地域政策学部准教授）
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表５　重回帰分析結果
モデル モデル１ モデル２ モデル３ モデル４
保有車両台数 0.090***（4.882） 0.089***（4.956）
総 従 業 員 数 0.073***（5.417） 0.071***（5.007）
真の荷主比率 0.025*（2.029） 0.023*（1.982）
元 請 率 0.050**（2.359） 0.034（1.565）
定 数 項 0.892（0.906） －1.835（－1.016） 0.877（0.954） －0.587（－0.335）
決 定 係 数 0.499 0.521 0.547 0.525
注）***は１%水準、**は５%水準、*は10%水準で統計的に有意。カッコ内はｔ値。
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注
１　回収数には奈良（2015）のとりまとめ後に到着した分も含む。そのため、分析結果は奈良（2015）と一致しない。なお、
すべての質問項目に回答されていることを有効回答の基準としている。
２　31社のうち、「実運送（小型）」、「実運送（大型）」をともに主な取扱業務としている企業が５社ある。また、主な取扱
業務として実運送を回答していない企業は２社あり、うち１社は「倉庫業務」を、もう１社は「その他」を主な取扱業
務として回答している。
３　「協力会社数」および「運転職以外従業員比率」を用いた分析も行ったが、顕著な結果は示されなかったため、紙幅の都
合上、省略する。
